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Ⅰ．はじめに 

 文部科学省（2012）は、小・中学校の通常の学級に、知的障害はないが行動面で著しい困

難を示す児童生徒が約 3.6%の割合で在籍していることを報告している。一方、岡本・神山

（2018）は、我が国において 2000 年から 2013 年までに公表された、行動問題に対して機

能的アセスメントを用いた研究論文 36 編をレヴューした。その結果、攻撃・課題不従事・

離席などの行動問題に対して機能的アセスメントに基づく支援は、様々な年齢段階・知的発

達段階・障害種・行動問題の反応型にかかわらず効果を示してきたことを指摘している。36

編の論文の中に指導場面を小・中学校とした論文が 12 編あったが、いずれの論文も対象と

なる児童生徒の人数は各学級に 1 名であった。機能的アセスメントに基づく支援では、行動

問題ばかりでなく、セッティング事象、先行事象、結果事象を含め、これらに対して包括的

な支援が求められる。したがって、学級内に行動問題を示す児童生徒が複数名在籍していた

場合に、学級担任（以下「担任」）が各児童生徒に対して機能的アセスメントに基づいた個別

支援を実施することは、過度の負担が生じる可能性が考えられる（Anderson & Borgmeier，

2010）。 

 これに対して、関戸・安田（2011）は、複数の児童が対象であっても行動問題の改善を可

能にする支援方法として、学級規模の（クラスワイドな）支援を基盤としたうえで個別支援

を導入する方法を提案している。この方法のメリットとして、①同時に支援を行うことが可

能であるため担任の負担を軽減できる、②個別支援を必要とする児童を結果的にスクリーニ

ングすることができる、③行動問題を示す児童は自分だけが支援を受けているという思いを

もたなくてすむ等が挙げられる。この方法は、Sugai and Horner（2002）のスクールワイド

な支援における行動問題の「階層的予防モデル」を参考にしたものである。このモデルでは、

第 1 次介入として学校の全児童生徒を支援し、それだけでは行動問題を示す可能性を払拭で

きないと考えられる場合に、第 2 次介入（専門的な小集団支援あるいは学級支援）、第 3 次

介入（専門的な個別支援）へと順次支援を厚くしていく。Hulac and Benson（2010）は、

この第 2 次介入を効果的に用いることによって、第 3 次介入の必要性を最小限にできること

を指摘している。関戸・安田（2011）は、授業中離席をする、板書をノートに写さない等の

行動問題を示す児童が 5 名在籍している、小学校 4 年の通常の学級に対して、集団随伴性 
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（Group Contingency；以下「GC」）を用いたクラスワイドな支援を行い、その後それだけ

では授業参加行動に改善がみられなかった 1 名の児童に取り出し授業による個別支援を行

ったところ、対象児全員の授業参加行動に改善がみられたことを報告している。しかしなが

ら、このクラスワイドな支援を基盤としたうえで個別支援を導入する方法が、授業不参加行

動以外の行動問題や異なる学年の児童に対しても効果があるかどうかについては明らかに

されていない。 

 ところで、クラスワイドな支援として前出の GC が適用されることが多い。GC は、1 つ

以上の随伴性の要素（基準・行動・強化子）を、第 1 次介入のように全校の児童生徒を対象

とした大集団ではなく、また第 3 次介入のように個別支援でもなく、1 つ以上の小集団や学

級での遂行に適用することによって特徴づけられることから、第 2 次介入またはクラスワイ

ドな介入として考えられる（Anderson & Borgmeier，2010）。このGC には、個々の行動に

対し個別に強化される非依存型 GC、特定の個人の行動が集団への強化に影響を及ぼす依存

型GC、集団全員の行動によって集団全体に強化が与えられる相互依存型GC の 3 つのタイ

プがある。Skinner, Cashwell, and Dunn（1996）は、非依存型GCよりも相互依存型GC

のほうが、実施が用意で、しかも費用や時間の点でも経済的であることを指摘している。ま

た、どのタイプがもっとも効果があるかについては明らかにされていないが（Theodore,  

Bray,Kehle,& DioGuardi，2003）、Litow and Pumroy（1975）は、非依存型GCよりも相

互依存型GCのほうが効果的であったことを示唆している。一方、依存型GC において、集

団の強化を決する特定の児童生徒に対して過度の負荷を与えるという状況が、級友に対する

恐れや攻撃性を生む可能性があることが指摘されていることから（Popkin & Skinner,2003）、

本研究では相互依存型GC を取り上げる。 

 相互依存型GCが学級に適用される際に、学級集団全体を対象とするタイプ（以下「学級

集団 T」;例えば、関戸・安田,2011）と学級全体をいくつかのグループに分けて小集団を対

象とするタイプ（以下「小集団 T」;例えば、Foley,Dozier,&Lessor，2019）の 2 通りがある。

Harris and Sherman（1973）は、小学校 6 年生の学級を対象に、英語と数学の授業におけ

る担任の許可のない離席や発話に及ぼす学級集団 T と小集団 T の効果について比較検討し

た。学級集団T では、1 授業あたりの行動問題の生起回数が学級全体で 8 回以下の場合に全

員が強化を受けられた。小集団 Tでは、学級全体を 2 つのグループに分け、1 授業あたりの

行動問題の生起回数が 4 回以下のグループあるいはより少ないほうのグループが強化を受

けられた。その結果、数学では両タイプに差がみられなかったが、英語では学級集団 Tより

も小集団Tのほうが行動問題の生起率が低かった。その要因として、小集団T であれば、自

らのグループの行動問題の生起回数が 4 回を超えた場合でも、相手グループの結果次第では

強化を受けられる可能性が残されることが挙げられていた。また、スペルテストを実施して、

集団の大きさ（学級集団 T と小集団 T）と GC の 2 つのタイプ（相互依存型 GC と依存型

GC）との関連性について検討した Shapiro and Goldberg（1990）は、小集団 Tの相互依存

型GCにおいてもっとも成績がよかったことを示唆している。一方、Theodore et al.（2003）、

Skinner,Williams, and Neddenriep（2004）は、GCを用いる際に強化基準（標的となる行

動問題、行動問題の生起回数など）をランダム化することによって、行動問題の低減に望ま

しい効果をもたらすことを指摘している。その要因として、児童生徒はどのような強化基準

が選択されるかを事前に知らされていないため、すべての標的行動を修正しなければならな

いからであると説明されている。この強化基準のランダム化を相互依存型GC に適用した場

合に、学級集団 T と小集団 T では効果に違いがみられるかどうかについては明らかにされ
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ていない。 

 以上のことから、本研究においては、授業中に離席等がみられる児童が 4 名在籍している

小学校2年の通常の学級に対して授業不参加行動の改善を目指して相互依存型GCを用いた

支援を行った。その結果から、①強化基準のランダム化（具体的には、強化対象となる行動

問題の生起回数のランダム化）を相互依存型GC に適用した場合に、学級集団Tと小集団T

では効果に違いがみられるか、②クラスワイドな支援を基盤としたうえで個別支援を導入す

る方法が、2 年生の児童に対しても効果があるかについて検討することを目的とした。  

  

Ⅱ．方法 

１.参加者 

（1）対象児童：対象学級は公立小学校 2 年の通常の学級で、在籍児童数は 28 名（男児

14 名、女児 14 名）であった。学級には、授業への参加に困難を示す男児が 4 名（以下「対

象児」）在籍していた。A 児は、国語・算数の基礎学力に課題があり、特に算数を苦手として

いた。授業中に離席をして級友にちょっかいを出す、教室から出て行きしばらく戻ってこな

いという行動が頻繁にみられた。特に、苦手とする算数の時間にこれらの行動が多くみられ

たことから、これらの行動には逃避の機能があるであろうと推察された。B児は、授業中に

教科書等を机上に出さず、自席で授業に関連のない本を読む、紙等を切り貼りして工作をす

る、教室前方にある担任の机で本を読むという行動のいずれかが毎時間みられた。支援開始

時には、B 児は本を読みながらも担任の発問に挙手をしていた。しかし、担任によれば、支

援の後半になると、授業不参加状態が続いていたために授業内容の理解に困難を示すように

なってきたということであった。B 児は近視であったため、席は最前列の中央付近にあった

が、担任から個別に働きかけられても応じず、プリント等を破いたり、丸めたりすることが

しばしばみられた。これらのことから、B児の行動にも逃避の機能があるであろうと考えら

れた。C児は、授業内容の理解に困難はみられなかったが、授業中、大声で担任に話しかけ

る、離席してエレクトーンを弾く、教室から出て行くなどの行動がみられた。しかし、机間

指導で担任が個別に対応すれば課題に取り組むことができたことから、これらの行動には注

目要求の機能があるであろうと推察された。D 児は、授業内容をほぼ理解できていたが、時

折個別支援を必要とした。授業中、周囲の級友に話しかける、大声で級友の悪口を言う、離

席して黒板に落書きをするなどの行動がみられた。C児と同様に、D 児も机間指導で担任が

個別に対応すると課題に取り組むことができたことから、これらの行動には注目要求の機能

があるであろうと考えられた。  

  （2）担任：新任の女性教員であった。校長や特別支援教育コーディネーター（以下「コ

ーディネーター」）の助言を受けながら授業に臨んでいた。しかし、授業中、対象児の対応に

多くの時間を取られ、授業時間の確保や授業の進捗に支障を来していた。 

  （3）研究者：第 1 著者は特別支援教育を専門とする大学教員で研究計画を立案した。

第2著者は特別支援教育を専攻する大学院生であった。両者は、別個に当該の学級を訪問し、

対象児の行動を観察記録した。また、研究の実施にあたっては、適宜担任と打ち合わせを行

った。  

 ２.倫理的配慮 

 本研究の実施ならびに研究結果の公表等については、校長と担任に対して書面で説明をし、

了承を得た。また、個別懇談の折に、担任から対象児の保護者に口頭で説明を行ってもらい、

同意を得た。 
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 ３.支援期間および支援場面 

 X 年 11 月 5 日からX＋1 年 2 月 28 日まで、当該の学級の算数の授業において担任が支援

を行った。なお、3 月 2 日から新型コロナウイルスの感染拡大に伴い当該の学校が臨時休校

となり、そのまま学年末を迎えたために、支援を 2 月 28 日で打ち切らざるを得なくなった。  

 ４.手続き 

（1）研究デザイン：本研究では、チェンジング・コンディション・デザインを基本とし

たが、関数関係の有無を明らかにするために、すべての支援期の前にベースライン期（以下

「BL期」）を導入した。すなわち、A（BL 期）B（小集団 T期）AC（学級集団T期）の後、

AD（個別支援期）を設定した。なお、児童にとっては、学級集団Tよりも小集団 Tのほう

が受け入れやすいことから（Shapiro & Goldberg，1990）、小集団T を先に実施した。 

  （2）標的行動：研究者と担任、コーディネーター、校長とで、当該の学級の児童にみら

れる授業不参加行動について検討を行った。その結果、授業不参加行動を、①担任の許可を

得ないで離席をする、②担任や級友の話を聞かない、③大きな声を出したり、大きな音を立

てたりする、④指示された課題に取り組まない、⑤級友をぶったり、級友に悪口を言ったり

する、と定義した。また、事前観察の結果および担任の要望を踏まえて、授業不参加行動が

もっとも頻発した算数の授業を介入場面とした。 

（3）標的行動の評価方法：2 名の研究者のいずれかが、週に 1 回程度当該の学級を訪問

し、対象児の授業不参加行動を観察記録した。データの収集は、算数の授業の開始から 20 分

間行われ、20 秒間のインターバル記録法が用いられた。観察時間を 20 分間としたのは、算

数の授業は 1 時限めないし 2 時限めに設定されており（その後中休み）、朝の会や 1 時限め

の授業が長引くと、算数の授業時間が 20 分程度になることが、事前観察においてしばしば

観察されていたからである。研究者は、iPad（Apple 社製）のタイマー機能を使用し、各イ

ンターバルの終了をイヤフォンを通じて確認した。そして、いずれかの授業不参加行動が観

察された場合には、対象児ごとに記録用紙にチェックをした。授業不参加率は、授業不参加

行動が観察されたインターバル数÷観察された全インターバル数×100 で算出された。なお、

個別支援期では別途離席（担任の許可を得ないで離席をする）についても記録した。離席率

は、授業不参加率と同様の方法で算出された。  

  （4）BL期：学級の全児童に対して、授業不参加行動に関する特別な支援をいっさい行

わなかった。ただし、日常の教育活動の範囲内での支援や強化は行った。   

  （5）小集団T 期：担任が、28 名の児童を 4 人からなる 7 つのグループに分けた。その

際に対象児が同じグループにならないように配慮した。算数の授業開始前に、担任は設定さ

れた 5つの目標（①せきを立つときは、先生に言う、②先生や友だちの話を聞く、③大きな

声を出したり、大きな音を立てたりしない、④しじされた学しゅうにとりくむ、⑤友だちを

ぶったり、わる口を言ったりしない）と強化子獲得の手続きについて児童に説明をした。目

標は掲示物にして示した。また、負の副次的効果を予防するために、級友に声をかけるとき

には、「ちくちく言葉」ではなく、「あったか言葉」を用いることを確認した。授業終了後、

担任は目標が書かれた「チェックカード」（5 日分の記入が可能）を各グループに配付した。

そして、その時間に目標を達成できたかどうかをグループ内で話し合わせた。チェックカー

ドの 5つの目標のうち、達成できた目標には〇を、達成できなかった目標には✕を付けさせ

た。チェックカードの記入者はグループ内で輪番とした。担任は、くじ（高さ 30cm の不透

明の円柱の中に、1～5 のいずれかの数字が記された 2.5cm×28cmの薄板が 5 本入れられて

いた。目標数が 5 つであったため数字を 1～5 とした）の中から 1 本引き、それを児童に提
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示した。チェックカードの✕の数がくじの数字以下だった場合には、そのグループに強化子

として金のシールを 1 枚与えることを告げ、賞賛・激励した。担任はチェックカードを回収

し、記入の確認後、それにシールを貼った。その後、2 週間（実質 10 日間）で 7 枚以上のシ

ール（3 分の 2 以上という基準であれば、どのグループもバックアップ強化子を獲得可能で

あろうという担任の助言に基づいた）を集めたグループの全児童に、バックアップ強化子と

して各自の好きなキャラクターのシールを 1 枚与え、賞賛・激励した。バックアップ強化子

は研究者と担任とで協議のうえで決定した。なお、バックアップ強化子を獲得できたグルー

プ数は、1 巡めが 6、2 巡めが 7 であった。    

  （6）学級集団T期：A4 判のホワイトボードと直径 4cm の赤いマグネット 10 個を用意

した。ホワイトボードは黒板の片隅に置いた。担任は、算数の授業開始前に 5 つの目標と強

化子獲得の手続きについて児童に説明をした。また、負の副次的効果を予防するために、級

友に声をかけるときには、「ちくちく言葉」ではなく、「あったか言葉」を用いることを確認

した。授業中、いずれかの児童に授業不参加行動がみられた場合に、担任は個人が特定され

ないように無言でマグネットを 1 個ホワイトボードに置いた。授業終了後、担任は、目標が

書かれたチェックカードにマグネットの数を記入した。その後、担任はくじ（前期で用いら

れた円柱の中に、1～10 のいずれかの数字が記された前期と同様の薄板が 10 本入れられて

いた。学級集団 T 期のため、数字を前期の 2 倍の 1～10 とした）の中から 1 本引き、それ

を児童に提示した。マグネットの数がくじの数字以下であった場合に、学級に強化子として

金のシールが与えられることを告げ、担任は賞賛の後、チェックカードにシールを 1 枚貼っ

た。2 週間で 7 枚以上のシール（前期において、3 分の 2 以上という基準で全グループがバ

ックアップ強化子を獲得可能であった）が集まった場合に、全児童にバックアップ強化子と

して前期で用いられたシールを 1 枚与え、賞賛・激励した。なお、１巡めで全員がバックア

ップ強化子を獲得することができた。   

（7）個別支援期：学級集団 T 期において B 児・C 児・D 児の授業不参加行動に改善が

みられなかったため、担任から個別支援に移行したいという要望が出された。また、A 児に

おいても個別支援期直前のBL期において、授業不参加率が 96.7%であったため個別支援の

対象とした。研究者と担任とで 5 つの目標の検討を行ったところ、授業を中断させられる主

な原因は対象児の離席であることから、「せきを立つときは、先生に言う」を最優先で達成さ

せたいという要請が担任からあった。そこで、目標を、せきを立つときは、先生に言うに焦

点化し、担任から対象児に伝えた。支援を迅速に提供できることや担任の負担が小さいこと

が特徴であるCheck₋in Check₋out（Todd, Campbell,Meyer, & Horner，2008；以下「CICO」）

を参考にして、毎日、担任はその日の各授業の終了後、各対象児が目標を達成できたかどう

かを評価した。チェックリストに、達成でき、しかも授業に参加できた場合は花丸（1.5 点）

を、達成できた場合は○（1 点）を、短時間の離席が 1 度だけみられた場合は△（0.5 点）

を、達成できなかった場合は✕（0 点）を記入した。帰りの会の終了後、担任は、各対象児

とチェックリストを見ながらその日の目標の達成状況を総括した。そして、その日獲得した

点数と担任からのコメントを記入し、称賛・激励した。研究者と担任とで協議のうえ、バッ

クアップ強化子として各対象児の好みのキャラクターのシールを用意した。バックアップ強

化子を獲得できる得点の基準は、担任と各対象児が話し合いのうえで決定した。   

 ５.介入厳密性  

 小集団 T 期・学級集団 T 期のすべてのセッションにおいて、研究者が介入厳密性を測定

した。研究者は、介入厳密性のチェックリスト（小集団T 期 10 項目、学級集団T 期 4 項目）
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を作成し、担任の支援の実施を観察後、チェックリストに記入した。項目の遂行率は、遂行

された項目数÷全項目数×100 で算出した。介入厳密性の平均は、小集団T 期が 62.5%（範

囲 40.0%－80.0%）、学級集団T 期が 75.0%（範囲 75.0%－75.0%）であった。 

 ６.信頼性 

 2 名の研究者が、同時にかつ独自に全セッションの 37.5%（6／16 セッション）において

授業不参加行動の生起数を観察記録した。信頼性の評定のための観察記録は、BL 期を含め

各期に 1 回行った。授業不参加行動の生起数の研究者間一致率は、授業不参加行動の小さい

ほうの合計生起数÷大きいほうの合計生起数×100 で算出した。対象児の授業不参加行動の

生起数の平均一致率は、A 児が 97.1%（範囲 91.3%－100%）、B児が 98.8%（範囲 96.6%－

100%）、C 児が 79.7%（範囲 50.0%－100%）、D 児が 82.0%（範囲 33.3%－100%）であっ

た。 

 ７.社会的妥当性 

 支援の社会的妥当性を評価するために、支援終了後、担任に本支援の受容性に関するアン

ケートへの回答を依頼した(Table2 参照)。アンケートは 11 の質問から作成されており、担

任に「そう思う」から「そう思わない」までの 5 件法で回答することを求めた。クラスワイ

ドな支援と個別支援を分けてアンケートへの回答を求めた。なお、当初、学級の全児童を対

象とした本支援の受容性に関するアンケートを予定していたが、新型コロナウイルスの感染

拡大の影響により実施できなかった。  

 

Ⅲ．結果 

1．小集団 T期と学級集団 T期における授業不参加率の推移  

小集団 T 期と学級集団 T 期における 4 名の対象児の授業不参加率の推移を Fig.1 に示し

た。目視分析によれば、小集団 T期では、A児・B 児・C児において平均授業不参加率に下

降がみられたが、D 児では上昇した。一方、学級集団T期では、A児において平均授業不参

加率が下降したが、B児・C 児・D 児では上昇した。そこで、Effect Size（効果量；以下「ES」）

を求めた。ESは、（BL 期の平均－介入期の平均）÷BL 期の標準偏差（以下「SD」）で算出

され、2.0 以上の数値が得られれば効果があるとみなされる（Busk & Serlin，1992）。その

結果を Table1 に示した。小集団 T 期では B 児が、学級集団 T 期では A 児が条件を満たし

た。小集団 T 期において A 児は BL 期の SD が 0.00 であったため、ES を算出することが

できなかった。  

なお、前述したように、3 人の対象児の授業不参加行動に改善がみられなかったことから、

担任から個別支援に移行したいという要望が出されたため、学級集団 T期は 2 週間で中止し

た。 

２．個別支援期における授業不参加率の推移  

 個別支援期における 4 名の対象児の授業不参加率の推移をFig.1 に示した。小集団T 期お

よび学級集団 T 期（以下「クラスワイドな支援期」）と個別支援期を比較すると、個別支援

期では、A児・B児において平均授業不参加率が上昇したが、C 児・D児では下降した。特

にD 児では授業不参加率が 3 セッションすべてにおいて 0%であった。C 児はセッション 16

（以下「S16」）で授業不参加率が急上昇した。この日、1 時限めの国語の授業で、C児は花

丸（1.5点）をもらえると思っていたが思惑どおりにいかなかったため、2 時限めの算数の授

業中に離席をしたり、トイレに行ったまま戻って来なかったりした。また、個別支援期にお

ける離席率についてみると、A児では S14 は 21.7%、S 15・16 は 0%、B 児では S14 は 0%、 
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Fig.1 授業不参加率の推移 
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・各期の点線は,その期の平均授業不参加率を示す. 

・B 児は,セッション 4・16 の測定日に欠席であった. 
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・小集団T 期におけるA児のBL期の SDが 0.00 のため，ESは算出不能． 

Table 1 BL期と支援期における対象児の授業不参加率の平均（X），標準偏差（SⅮ），効果量（ES） 

 

 

 

S15 は 6.7%、S16 は欠席、C児では S14・15 は 0%、S16 は 50%、D 児では全セッション 

において 0%であった。 

なお、前述したように、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い当該の学校が S16 終了後臨

時休校となり、そのまま学年末を迎えたために、支援を S16 で打ち切らざるを得なかった。 

 ３．社会的妥当性 

担任による本支援の受容性に関するアンケートの結果を Table2 に示した。クラスワイド

な支援の評価点の平均は 3.7 点であり、個別支援の評価点の平均は 4.3 点であった。11 項目

のうち、項目 3（このプログラムの結果に満足することができた）は両者ともに 4 点であっ

た。また、担任の負担に関しては、項目 1（準備物等を担任一人で用意することは負担では

ない）は両者ともに 4 点、項目 8（このプログラムは授業を行う上で負担にならなかった）

はクラスワイドな支援 3 点、個別支援 5 点であった。 

 

Ⅳ．考察 

１． 強化基準のランダム化を相互依存型 GCに適用した際の学級集団 Tと小集団 Tの効果 

の違い 

小集団T期ではA 児・B 児・C 児において、学級集団 T期ではA 児において平均授業不

参加率が下降したことから、目視分析によれば学級集団 T 期よりも小集団 T 期のほうが効

果があったと考えられよう。一方、ES の条件を満たしたのは、小集団 T 期では B 児だけ、

学級集団T期ではA児だけであり、またC児・D 児の平均授業不参加率は、小集団 T期と

学級集団 T 期においてほとんど差がみられなかった。これらのことから、学級集団 T 期の

データが十分ではないために明確なことは言えないが、小集団 T 期と学級集団 T 期では、

強化基準のランダム化を適用した支援の効果にほとんど差異がみられなかったと言えよう。 

なお、B児と C児の小集団 T期の前後の BL期の平均授業不参加率を比較すると、小集団 T

  BL期  支援期  

支援期  Ｘ ＳＤ  Ｘ SD ES 

小集団T

期 

Ａ児 100.00 0.00  80.00 28.26 － 

Ｂ児 95.56 6.27  70.42 31.02 4.01 

Ｃ児 73.33 35.60  61.25 15.89 0.34 

Ｄ児 54.58 9.58  79.58 19.10 -2.61 

学級集団

T 期 

Ａ児 98.33 1.65  57.50 34.20 24.75 

Ｂ児 69.17 14.15  90.00 5.00 -1.47 

Ｃ児 39.17 32.50  54.17 4.15 -0.46 

D児 53.33 13.35  72.50 22.50 -1.44 
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期後の BL 期のほうが平均授業不参加率が低かった。このことから、特に C 児において、小

集団 T期の持ち越し効果（carry-over effects）が学級集団 T期の結果に影響を及ぼした可能

性が考えられる(Theodore et al.，2003)。 

 

 

 Table 2 担任による本支援の受容性に関するアンケートの結果 

・評価（点）は，5：そう思う，4：どちらかと言えばそう思う，3：どちらともいえない，2：どちらかと 

言えばそう思わない，1：そう思わないを表す． 

 

 

２．クラスワイドな支援を基盤としたうえで個別支援を導入する方法の効果 

 小集団T 期ではD児において、学級集団T期ではB児・C児・D児において平均授業不

参加率が上昇した。一方、松澤・関戸（2017）は、給食時と連絡帳を書く時以外は教室外で

過ごし、授業参加行動がまったくみられなかった通常の学級 1 年に在籍の男児に対して、着

席行動を形成したところ、その後授業参加行動にも改善がみられたことを報告している。本

研究においても、個別支援期において目標をせきを立つときは、先生に言うに焦点化したと

ころ 4名の対象児の離席率が低率で維持された。クラスワイドな支援期では、学級全体に対

して着席行動と 4 つの授業参加行動を 5 つの目標として同時に設定したが、まずは着席行動

を形成し、その後授業参加行動に移行することによって対象児の授業不参加行動が低減した

可能性が考えられる。 

また、クラスワイドな支援期と比較すると、個別支援期では、A 児・B 児において平均授

業不参加率が上昇したが、C 児・D 児では下降した。特に D 児では授業不参加率が 3 セッ

項   目 

  

1. 準備物等を担任一人で用意することは負担ではない 4  4 

2. このプログラムは担任にとって受け入れやすい  3  3 

3. このプログラムの結果に満足することができた  4  4 

4. 今後，機会があればこのプログラムを使用してみたい  3  4 

5. このプログラムのルールは児童にとって分かりやすかった  5  4 

6. 全体的にこのプログラムは児童にとって有益なものであった  4  5 

7. このプログラムは児童にとって負担の少ないものであった  4  4 

8. このプログラムは授業を行う上で負担にならなかった  3  5 

9. このプログラムは授業時間を圧迫しなかった  5  5 

10.離席等の不適切な行動を示す児童が少なくなった  1  4 

11.助言者とコミュニケーションを密に取ることができた  5  5 
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ションすべてにおいて 0%であった。この要因として、次のことが考えられる。クラスワイ

ドな支援期と個別支援期ではバックアップ強化子に変更はなかったが、個別支援期では、

CICOを参考にして、毎日、担任はその日の各授業の終了時に各対象児が目標を達成できた

かどうかを評価した。そして、帰りの会の終了後、担任は、各対象児とチェックリストを見

ながらその日の目標の達成状況を総括し、その日獲得した点数と担任からのコメントを記入

し、称賛・激励した。すなわち、対象児は、目標を達成すれば担任から十分な注目を得られ

る機会が毎日与えられていたことになる。March and Horner（2002）によれば、CICOは、

行動問題が逃避の機能をもつ児童生徒よりも注目要求の機能をもつ児童生徒のほうが効果

があることを示唆している。授業不参加行動においてA 児・B児は逃避の、C 児・D児は注

目要求の機能が推察されたことから、個別支援期においてC 児・D児の授業不参加行動に改

善がみられたと考えられる。一方で、離席率についてみると、A 児では S 15・16 は 0%、B

児では S14 は 0%、S15 は 6.7% と低率で維持されており、担任からの注目を得られたにも

かかわらず、CICO を参考にした支援が逃避の機能に応じたものではなかったためにA 児・

B 児の授業不参加行動が低減しなかったと考えられる。この場合の支援方法として、A 児・

B 児の理解度に応じた課題を提供することなどが考えられよう。 

これらのことから、個別支援期を 3 セッションしか実施できなかったために明確なことは

言えないが、クラスワイドな支援を基盤としたうえで個別支援を導入する方法が効果をもた

らすためには、①目標の設定においてまずは着席行動を形成し、その後授業参加行動に移行

すること、②個別支援を行う際に、児童生徒が示す行動問題の機能に対応可能な支援方法を

適用することが重要であると言えよう。  

３．今後の課題 

 本研究の今後の課題として、次の 4 点が考えられる。 

 1 点めとして、学級集団 T期において 2 セッション終了後、担任から個別支援に移行した

いという要望が出されたこと、個別支援期において新型コロナウイルスの感染拡大に伴い当

該の学校が臨時休校に入ったため 3 セッションで支援を打ち切らざるを得なかったことか

ら、データの収集が十分に行われなかったことが指摘されよう。したがって、本研究によっ

て得られた結果は限定的なものである。今後は、手続きが検討され、必要にして十分なセッ

ション数が確保されたうえで本研究の目的が再検討されることが求められる。  

 2 点めとして、授業不参加行動を示す児童生徒に対してクラスワイドな支援期における目

標を設定する際に、まずは着席行動を形成し、その後授業参加行動に移行することで効果が

みられるかどうかについて検討がなされる必要がある。   

 3 点めとして、個別支援期における児童生徒が示す行動問題の機能と支援方法との関連性

について明らかにする必要がある。本研究においては、注目要求の機能をもつ行動問題に対

してCICO を参考にした支援が効果があることが示唆された。今後は、とりわけ逃避の機能

をもつ行動問題に対してどのような支援方法が効果をもたらすかについて検討が求められ

る。  

 4 点めとして、介入厳密性の平均は、小集団 T 期が 62.5%、学級集団 T 期が 75.0%であ

り、全般的に低かった。特に同一の項目の遂行率が低かったため担任にただしたところ、児

童に言わなくても自主的に遂行される項目については、時間を節約するためにあえて省略し

たという返答であった。介入厳密性の遂行率が研究の結果に多大な影響を及ぼすことから、

介入厳密性のチェックリストの項目の内容や数についても、今後は検討が行われる必要があ

るであろう。  
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Support Based on Interdependent Group Contingency for Four Children Enrolled in a 

Regular Class Who Exhibit Disruptive Behaviors: A Study of the Relationship 

 between Randomization of Reinforcement Criteria and Group Size 

 

  Support based on interdependent group contingency was provided to improve the behavior 

of four schoolchildren who are enrolled in a regular class and exhibit disruptive behaviors such 

as leaving their seat during class. The objective of this study is to answer the following two 

questions: (i) whether there will be differences in the effectiveness for a small group and the 

class as a whole if the randomization of the number of occurrences of problem behaviors to be 

reduced through reinforcement is applied to interdependent group contingency, and (ii) 

whether introducing individualized support through class-wide intervention based on 

interdependent group contingency is effective for second-grade schoolchildren as well. The 

results of the present study revealed that there was negligible difference in the effectiveness of 

the support with randomized reinforcement criteria between a small group and the class as a 

whole. Furthermore, a comparison of the average rate of disruptive behaviors between class-

wide and individualized support periods showed that in the individualized support period, the 

average rate of disruptive behaviors decreased in two out of the four children, while it increased 

in the other two. The requirements for the effectiveness of the support based on 

interdependent group contingency for children who exhibit disruptive behaviors were 

discussed.  
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